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[調査レポート] 人的資本経営取組の現状と質向上のカギ 

～新たな国際規格 ISO 30201のフレームワークとデータ利活用の観点から～ 

 

1. 調査の背景 

近年、不確実性の高まる環境下において企業が持続的な成長を続けるためには、従

業員の意欲を引き出し、創造性や行動力をより良く発揮してもらえるよう、人的資本

経営の取組みが不可欠となる。人的資本経営に取組み、これを開示する企業が増える

中、取組みの質をいかに向上させるかという点が多くの企業にとって今後の課題とな

るであろう。 

この質の向上にあたり、新たな国際規格としてリリースが予定され、人的資本に関

するマネジメントシステムである ISO 30201が注目されている。同規格のフレームワ

ークは、今後企業の取組みにおいてもこれに照らして現状を把握し実践に役立ててい

くことが有効と考えられる。 

また、これらを効率的・効果的に実践していくためには、従来からの人事・労務・

給与等に加えてスキルやパフォーマンス、教育研修など、より広範な人的資本経営に

関するデータを収集・蓄積し、さらに分析やより高度な意思決定等に利活用していく

ことが重要となる。 

 

【調査趣旨】 

上記のような課題意識を踏まえ、今回、日本企業を対象として以下の趣旨にて本調

査を行うこととした。 

・ ISO/DIS 30201（現ドラフト版）で示される要求事項・考え方等を参考に、これに

照らして日本企業の人的資本経営に関する現状の取組状況を把握する 

・ 上記規格や人的資本経営の実践に関連して、人的資本経営に関するデータを収

集・蓄積・統合し、人材マネジメントや経営判断に効果的に活用しているかを把

握する 

・ これらを踏まえ、日本企業の人的資本経営に関する課題を明らかにし、今後、取

組みの質の向上につながる示唆を抽出する 
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【本調査から得られた示唆】 

本調査を通じて得られた示唆は、概ね下記のとおりである。 

 

用語の定義 

本調査レポートにおいて使用する主要な用語の定義は以下のとおりである。 

・ 従業員ライフサイクル 

従業員が組織に入社する前から退職するまでに経験する一連の過程や様々な段階。

本調査では従業員ライフサイクルに関わる 9領域（下表①～⑨）に、人的資本経営

において関心の高い 3領域（下表⑩～⑫）を加えた全 12領域（以下、「領域」とい

う）を対象範囲として設問を作成した。 

 ISO 30201フレームワークに基づく実態 

o 目標設定と効果検証が特に課題となりうる 

o 従業員のライフサイクルに関わる領域別の重要度や取組状況にはばらつきがあ

るものの、重要度の高い領域は総じて取組みが進んでいる傾向がある 

 人的資本経営に関するデータの蓄積と利活用の状況 

o データは一定保有しているが、分析への活用にまで至っていない 

o 担当者はデータの品質やシステムの整備状況に課題を認識しているものの、意思

決定者との認識にギャップがあり、現場目線では意思決定者が認識するほど高い

レベルにはないと感じている 

 企業属性による差 

o 企業属性では特に「上場」と「非上場」で取組レベルの差が大きい 

o 中小企業はデータの管理・分析、中堅企業は推進体制（リソースを含む）や人

事施策や戦略の効果測定や目標設定、大企業は経営層の関与や情報開示につい

て特に課題感が大きい。 

 人的資本経営による効果とその要因 

o 人的資本経営の推進により得た効果の度合いとして、資本市場や社会など対外

的な評価の向上は期待を上回っているが、従業員の満足度などは期待に反して

効果が得られていない 

o 人的資本経営推進の効果の実感度と経営の関与度や PDCAの水準、データの保有

レベルに関連性があり、経営の関与度が高いほど、より効果を実感できている 
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①要員計画・配置／②賃金・報酬／③採用・オンボーディング／④人材育成・

教育研修／⑤スキル・経験／⑥離職・定着／⑦人事評価・パフォーマンス／⑧

後継者計画（サクセッション）／⑨異動・退職／⑩従業員エンゲージメント・

満足度／⑪ダイバーシティー（多様性）／⑫健康・安全 

・ 意思決定者、担当者 

過去３年以内に経験した人事業務において、「最終的な意思決定を行う立場にある

（あった）」との回答者を「意思決定者」、「最終的な意思決定権はないが、中心と

なって関わっている（いた）」との回答者を「担当者」とした。 

・ 中小企業・中堅企業・大企業 

回答者が勤務する従業員規模に応じて次のように区分した。 

中小企業（100～299人）、中堅企業（300～1,999人）、大企業（2,000 人以上） 

・ 人的資本経営に関するデータ 

自社の従業員に関わる定量的及び定性的な記録を指す。 

 

補足事項 

本調査の実施にあたり、ISO 30201国際規格の開発に携わる岩本隆氏（慶應義塾大

学大学院経営管理研究科講師/山形大学 客員教授）による監修の下で、設問を設計し

た。同規格は、人事管理システム（Human resources  management systems）を焦点

に、組織が目標達成のために実施する PDCAサイクルに基づくフレームワークを定めて

いる。本調査では、従業員のライフサイクルを一貫してマネジメントする仕組みを構

築することが、より高度な人的資本経営の実践につながるとの考え方を土台として、

調査設計・結果分析を行った。 

 

2. 調査の内容（範囲・対象） 

・ 調査期間 

2025年 08月 22日（金） ～ 2025年 08月 24日（日） 

・ 調査対象 

以下の条件を満たす企業の人事関連業務担当者 1,241名 

 3年以内に人事関連業務の経験あり 

 人事関連業務経験 3年以上 

 従業員規模 100人以上 

 役職課長以上 
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・ 回答者の属性 

本調査に参加した回答者の属性は以下のとおりである。 

 

 

図 2-1：回答者の属性（企業の従業員規模） 

 

 

図 2-2：回答者の属性（企業の上場区分） 

 

 

 

図 2-3：回答者の属性（企業の業種） 
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図 2-4：回答者の属性（役職） 

 

 

図 2-5：回答者の属性（人事業務への関与水準） 
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3. 調査の主な結果 

（1） ISO 30201に照らした現状と課題 

監修者に助言を仰ぎ、ISO/DIS 30201における重要な考え方として次の 3点に着目

して、取組みの現状を確認した。これらに課題がある場合には、取組みの質の向上を

妨げるボトルネックとなりうると考えられる。 

 

• 従業員のライフサイクルを一貫してマネジメントする仕組み 

組織が従業員のライフサイクル全体を管理するための包括的な仕組みを構築す

ることが戦略的な人的資本経営を実現する。特に、経営トップによるリーダーシ

ップやコミットメントは、実効性を確保する上で欠かせない要素である。 

• 人的資本経営におけるマテリアリティの定義 

人材戦略を実現するために優先して取組むべき事項を明らかにする。自社の現

状を把握し、人材需給ギャップをはじめとする重要課題（リスク・機会）の特

定・分析といったプロセスを踏む。 

• KPIの設定と定量的な評価に基づいた PDCAサイクル 

人材戦略および人事施策の実行状況を客観的に把握し、改善につなげるために

は数値による定量化が重要である。数値で測定することで進捗や効果が明確にな

り、PDCAサイクルが機能する。 

 

①  経営のコミットメント状況 

人的資本経営の推進には、組織の方向性を決定する経営トップによるリーダーシッ

プとコミットメントが不可欠であり、本項目は、経営トップが人的資本経営の推進に

どのように関与しているかを確認したものとなっている。 

回答者全体で見ると、89.4％の企業が何らかの形で経営トップが関与している。関

与の種別として多いのは「経営理念やビジョン、経営計画の中で人的資本経営につい

て言及」がトップで 62.6％、次いで「人材戦略等、人的資本経営のアジェンダを経営

会議で取り上げ、議論を実施」が 55.0％となっている。一方で、「社内に人的資本経

営に関するメッセージを発信」は 47.8％、「人的資本経営の方針や取組み等を社外に

発信」は 38.7％と情報発信については関与割合が下がる傾向が見られた。 

企業属性ごとに経営トップの関与度合を見ると、企業規模別では、規模が大きくな

るにつれて経営トップが関与している企業の割合は高まる傾向にあり、「中小企業」が

83.5％、「中堅企業」が 90.7％、「大企業」が 92.6％であった。 
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上場区分別では、「非上場企業」が 83.7％であるのに対し、「上場企業」が 96.6％

とその差が顕著であった。 

業種別では、「不動産・リース」が最も高い 95.0％、次いで「IT・通信」が 94.2％

となる一方、「医療・福祉」が最も低い 82.0％となった。労働者不足が深刻な業種で

あるにも関わらず、経営トップによる関与が他業種比で低いとの結果は課題といえ

る。なお、以降のグラフにおける全体の数値については、従業員規模や上場区分によ

るウェイトバックはせず、調査で得られた回答を単純集計して記載している。 

 

 

図 3-1人的資本経営における経営トップの関与種別 

 

 

図 3-2人的資本経営における経営トップの関与度 

※全体ベース

※右表の①～④が「経営トップの関与あり」

　下図はこれらの選択個数をグラフ化した

n=
全体 (1,241) 89.4

中小企業（100～299人） (334) 83.5
中堅企業（300～1999人） (486) 90.7
大企業（2000人～） (421) 92.6
メーカー (357) 89.9
IT・通信 (137) 94.2
サービス (130) 87.7
卸・小売り (115) 90.4
金融・保険 (86) 90.7
不動産・リース (40) 95.0
医療・福祉 (111) 82.0
運輸 (65) 87.7
建設 (72) 90.3
その他 (128) 88.3
上場 (580) 96.6
非上場 (652) 83.7

上場

区分

関与あり

従業員

規模

業種

6.6

9.9

6.4

4.3

8.1

2.9

5.4

6.1

4.7

2.5

11.7

6.2

2.8

8.6

2.2

10.4

34.1

38.6

35.8

28.5

33.1

30.7

33.1

39.1

39.5

25.0

34.2

35.4

31.9

36.7

25.9

41.6

18.6

18.9

19.8

17.1

19.6

19.0

19.2

19.1

19.8

27.5

14.4

15.4

9.7

21.1

21.7

15.8

14.2

12.3

14.4

15.4

11.5

20.4

12.3

12.2

11.6

20.0

15.3

10.8

22.2

14.8

17.2

11.7

22.6

13.8

20.8

31.6

25.8

24.1

23.1

20.0

19.8

22.5

18.0

26.2

26.4

15.6

31.7

14.7

3.9

6.6

2.9

3.1

2.0

2.9

6.9

3.5

4.7

2.5

6.3

6.2

6.9

3.1

1.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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＜経営トップの関与度＞

①経営理念やビジョン、経営計画の中で人的資本経営について言及

②人材戦略等、人的資本経営のアジェンダを経営会議で取り上げ、議論を実施
③社内に人的資本経営に関するメッセージを発信（社内報やイントラネット、全社会

議など）

④人的資本経営の方針や取組み、人事施策を社外に発信（企業ウェブサイトやIR、人

材採用ページなど）

⑤経営トップ（組織で最上位の意思決定を行う個人またはチーム）は関与していない

⑥わからない
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②  人材の需給ギャップ認識状況 

自社を取り巻く環境や課題を把握することは、人的資本経営に関わる計画・目標策

定の基礎となる。本項目では人材面でのリスク・機会に基づいて、中長期的な人材面

の需給ギャップ（量・質）を把握しているかを確認した。量は人数や労働時間、質は

スキルや人材のタイプを指す。 

全体的には、人材面の需給ギャップを「把握していない」との回答は 7.1％と少な

く、量または質のいずれかを把握している企業が約 9割となっている。さらに、「量・

質の両面で把握している」との回答は 62.0％を占めており、一定レベルで把握が進め

られているものと考えられる。 

 

図 3-3：人材面の需給ギャップの把握度 

 

③  PDCAサイクルの取組状況 

企業が組織の戦略や目標を達成すべく、取組みを継続的に改善する仕組みを構築で

きているか PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルに沿って確認した。PDCAそれぞれの

設問について「望ましい状態」を表 3-1の通り設定し、その状態が達成できている企

業の割合を集計した。 

まず「P:人材戦略の定量的な目標設定状況」については、「定量的な目標設定をし

ている」との回答は、領域横断（12領域の平均値）でみると 34.0％にとどまった。領

域別でもばらつきがあり、（2）領域別の現状（重要度や取組状況）で詳述する。 



 

9 

 

次に、「D：人事施策の推進状況」については、「力を入れて推進している」と「や

や力を入れて推進している」とを合わせた回答は、領域横断でみると 76.0％に達して

おり、概ね施策の推進が行われていた。 

「C:人事施策の効果検証」については、「人事施策の定量目標の達成度合いに加

え、今後の改善に向けた要因分析を行っている」との回答は、34.6％にとどまった。

目標達成度合いの分析自体は一定なされていたものの、前述のとおり定量的な目標設

定に課題があるため、定量面での分析は取組みに遅れがみられた。 

最後に、「A:人材戦略・人事施策の見直し」については、「人材戦略または人事施策

の見直しを行っている」という回答は、73.7％で大きな課題はない。ただし、前述の

効果検証が不十分であるため、適切な見直しに至っていない可能性が考えられる。 

本結果から、PDCAサイクル自体は一定の形で構築されているが、目標の定量化と

効果検証のフェーズにおいて課題があることが判明した。施策の効果を客観的に評価

し、次の改善につなげるためのフィードバックループが十分に機能していないケース

が少なくないことがうかがえた。 

表 3-1：PDCAサイクルの設問における望ましい状態の定義 

PDCAサイクルの項目 望ましい状態の定義 

P:人材戦略の定量的な 

目標設定状況 

人材戦略の各領域における目標が定量的に設定さ

れている 

D：人事施策推進状況 人材戦略に基づいて、各領域における人事施策を推

進している 

C：人事施策の効果検証 各領域について人事施策を定量的に効果検証し、改

善に向けた要因分析まで行っている 

A：人材戦略・人事施策の見直し 効果検証の結果に基づき各領域の人事施策や人材

戦略全体の見直しを行っている 

  

図 3-4：人的資本経営における PDCAの状況 

※全体ベース

※12領域の全体スコアの平均値（表3-1：PDCAサイクルの「望ましい状態の定義」に相当する選択肢の回答者）

n=
P:目標設定（定量） D:人事施策の推進

C:人事施策の

効果検証

A:人事戦略・人事施策

の見直し

全体 (1,241) 34.0 76.0 34.6 73.7

0%
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40%

60%
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（2） 領域別の現状（重要度や PDCA取組状況） 

従業員ライフサイクルに係る領域別の状況については、「人材育成・教育研修」、

「健康・安全」「要員計画・配置」などで重要度が高く位置付けられ、定量的な目標設

定や施策の推進などの取組みが進んでいた。その一方で、「後継者計画（サクセッショ

ン）」や「ダイバーシティー（多様性）」などの領域は、企業規模や上場区分によっ

て、重要度や取組状況にばらつきが見られた。課題解決の重要度が高い領域は人的資

本経営の PDCAも進んでいる傾向にあった。 

 

①課題解決の重要度 

人材戦略において各領域の課題解決をどの程度重要と位置付けているかを確認し

た。「重要と位置付けている」と回答した中で、最も割合の高かった領域は、「要員計

画・配置」で 92.3％、次いで「人材育成・教育研修」が 91.9％であった。一方で、最

も回答割合の低かった領域は、「ダイバーシティー（多様性）」が 67.1％、次いで「後

継者計画（サクセッション）」が 73.0％であった。 

企業属性ごとに見ると、規模が大きい方が、また非上場企業よりも上場企業の方

が、領域横断で「重要と位置付けている」との回答は高まる傾向にあった。 

さらに、「賃金・報酬」や「人材育成・教育研修」のように、企業属性ごとに重要

認識に差が見られない領域がある一方で、「ダイバーシティー（多様性）」や「後継者

計画（サクセッション）」のように差が顕著な領域があることも判明した。 

 

 

図 3-5：領域別の課題解決重要度 
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②目標設定 

人材戦略の各領域における目標が定量的に設定されているかを確認した。そのうち

「定量的な目標設定をしている」領域は、「要員計画・配置」の回答が最も多い

46.1％、「採用・オンボーディング」が 41.3％、「賃金・報酬」が 40.1％であった。一

方で、「後継者計画」が最も少ない 24.1％、次いで「異動・退職」が 25.5％、「ダイバ

ーシティー（多様性）」が 25.9％であった。 

企業属性ごとにみると、他の設問と同様に、上場企業や大企業の方が全体的に定量

的な目標設定ができていた。 

 

 

図 3-6：領域別の定量目標設定度合い  
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③推進度  

人材戦略に基づいて、各領域における人事施策についてどの程度力を入れて推進し

ているかを確認した。「力を入れて推進している」と「やや力を入れて推進している」

を合わせた回答の中で、最も割合の高かった領域は、「要員計画・配置」が 85.2％、

次いで「人材育成・教育研修」が 84.3％、「採用・オンボーディング」が 84.0％であ

った。一方で、最も回答割合の低かった領域は、「ダイバーシティー（多様性）」が

62.9％、次いで「後継者計画（サクセッション）」が 63.7％、「異動・退職」が 66.3％

であった。 

企業属性ごとに見ると、他の設問と同様に上場企業や大企業の方が全体的に「推進

している」という回答の割合が高かった。 

さらに、「力を入れて推進している」領域も企業属性によって異なり、特に「ダイ

バーシティー（多様性）」や「後継者計画（サクセッション）」などでその差は顕著で

あった。「ダイバーシティー（多様性）」については、「中小企業」が 44.9％、「中堅企

業」が 64.6％、「大企業」が 75.1％で、上場区分別では「非上場企業」が 49.7％であ

るのに対し、「上場企業」が 77.8％であった。「後継者計画（サクセッション）」につ

いては、「中小企業」が 50.3％、「中堅企業」が 64.6％、「大企業」が 73.4％で、上場

区分別では「非上場企業」が 53.8％であるのに対し、「上場企業」が 75.0％であっ

た。 

 

 

図 3-7：領域別の施策推進度合い 
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④効果検証 

各領域について人事施策の効果検証をどのように行っているかを確認した。「人事

施策の定量目標の達成度合いに加え、今後の改善に向けた要因分析を行っている」と

回答した中で、最も割合の高かった領域は、「要員計画・配置」が 43.8％、次いで

「健康・安全」が 39.3％であった。一方で、最も回答割合の低かった領域は、「後継

者計画（サクセッション）」が 26.1％、次いで「異動・退職」が 28.1％であった。 

企業属性ごとに見ると、他の設問と同様に上場企業や大企業の方が質の高い効果検

証を行っている傾向が見られた。 

 

 

図 3-8：領域別の定量的な効果検証（改善要因の分析まで含む）の実施度合い 
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⑤見直し状況（人材戦略・人事施策） 

効果検証の結果に基づき各領域や人材戦略全体における人事施策の見直しを行って

いるかを確認した。「人材戦略・人事施策の両方またはいずれかの見直しを行ってい

る」と回答した中で、最も割合の高かった領域は、「要員計画・配置」と「人材戦略全

体」で 81.1％であった。一方で、最も回答割合の低かった領域は、「後継者計画（サ

クセッション）」が 64.6％、次いで「ダイバーシティー（多様性）」が 64.9％であっ

た。 

企業属性ごとに見ると、他の設問と同様に上場企業や大企業の方が全領域において

見直しを実施している割合が高い傾向にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9：領域別の人材戦略・人事施策の見直し度合い 
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⑥ 重要度×PDCA（取組度・ウエイト平均）の関係 

ここでは、PDCA サイクル全体の取組水準を重みづけしてスコア化し、課題解決の

重要度とクロス分析を行うことで、両者の関係性を確認した。全体としては重要度が

高いものほど、PDCA サイクルに関わる取組水準は高い傾向にあることがうかがえた。

重要度が高く取組みが進んでいる領域として「人材育成・教育研修」、「健康・安全」、

「要員計画・配置」、「採用・オンボーディング」が挙げられた一方、「ダイバーシティ

ー（多様性）」、「異動・退職」、「後継者計画（サクセッション）」は重要度・取組水準

ともに低いスコアとなり、領域によって差が見られた。 

 

  

図 3-10：領域別重要度×PDCAウエイト平均 
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⑦重要度×PDCA間の関係性 

前項で領域別の重要度と PDCAの合計スコアの関係を見たが、本項では PDCAそれぞ

れの取組との関係について、12領域のスコアを順位で表示することで傾向を分析し

た。 

例えば、重要度が最も高い「人材育成・教育研修」は PDCAの中でも「目標設定」

や「人材戦略・人事施策の見直し」では相対的にスコアが低いことが判明した。ま

た、「要員計画・配置」は PDCAのどの要素においても、全て最も高い水準を示してい

た。全体として、重要度と PDCAの各水準の順位には一貫性があり、重要度の高低と

PDCA水準の高低は概ね一致していた。 

 

表 3-2：重要度と PDCAにおける領域別の得点順位 
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（3） データの保有と分析への活用状況 

人的資本経営に関するデータの体系的な整備・利活用が進んでいなければ、定量的

な目標設定やその後の検証など PDCAサイクルを回すことは困難である。そこで、デー

タの保有や分析への活用状況を確認したところ、データ保有は進んでいるものの、分

析や活用が進んでいない状況が明らかになった。 

 

①データの保有状況と活用状況 

人的資本経営に関わる「データを保有」（一部の保有を含む）しているとの回答

は、各領域横断でみると 87.9％に上り、データの収集や蓄積は一定行われていること

が判明した。 

一方で、「データを保有し、分析等に活用している」との回答は 40.3％にまで低下

した。単なるデータの保有にとどまっており、分析等への活用は遅れている実態が明

らかになった。 

 

図 3-11：データ保有と分析への活用のギャップ 
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なお、12領域において、どの程度質の高いデータ保有ができているかを調べたと

ころ、単なる「データを保有」（一部の保有を含む：下図①～③）では、回答企業の

90.2％が 7～12領域でデータを保有していたが、「分析に活用できている」（下図①の

み）では 36.2％に大きく減少した。領域横断でデータを保有出来ているかという観点

でも、「分析可能な状態で」データを保有出来ているか否かで結果に大きく差が出るこ

とが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12：保有するデータの質と領域数の関係 

 

②データ分析への活用状況 

データ分析への活用が進んでいる領域を確認すると、最も割合の高かった領域は、

「賃金・報酬」が 48.9％、次いで「採用・オンボーディング」が 46.9％であった。一

方で、最も回答割合の低かった領域は、「後継者計画（サクセッション）」が 31.0％、

次いで「ダイバーシティー（多様性）」が 31.3％であった。  
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企業属性ごとに見ると、他の設問と同様に上場企業や大企業の方が全領域において

データ分析を実施している割合が高い傾向にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13：領域別の「分析できる形でデータ保有している」割合 

 

③経営会議での意思決定へのデータ活用状況 

続いて、保有しているデータを会社の経営会議や人材戦略会議等で議論や意思決定

を行う際に活用しているかを確認した。  

最も割合の高かった領域は、「要員計画・配置に関するデータ」で 61.3％、次いで

「賃金・報酬に関するデータ」が 57.3％であるのに対して、最も割合の低かった領域

は、「後継者計画（サクセッション）に関するデータ」が 18.7％、次いで「ダイバー

シティー（多様性）に関するデータ」が 23.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14：領域別の「経営が活用している」割合 
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領域別に「分析可能な状態でデータを保有している度合い」と「経営の意思決定にデータを

活用している度合い」をクロスし分布を確認したところ、両者には正の相関関係が見られた。 

 データに基づく人的資本経営を推進するためには、人的資本に係る各領域において、デー

タを「分析可能な状態で」保有することの重要性が示されたといえるであろう。 

 

図 3-15：領域別のデータ分析可能×経営意思決定の分布 

 

（4） データ活用が進まない原因の分析 

データ活用が進まない原因について仮説を立てるべく、データ・システムの整備状

況との関係性を追加で分析した。その結果、データの活用が進んでいる企業は、保有

するデータの品質やシステムの整備状況が良好であるという特徴が浮上した。さら

に、経営と現場の認識ギャップが課題である可能性が示唆された。 

システム整備においては「データの精度」（システムによりデータの正確性を担保

できているか）、「データの更新」（システム上でリアルタイムにデータが更新できてい

るか）、「データの統合」（システム上で関連データが統合的に可視化されているか）、

「データの管理工数」（法令対応等でデータの集計を行う際に工数がかかっていない

か）の 4つの観点で関連性を確認した。 

まず、データの精度を確認した設問において、「データを管理しているシステムに

おいて、入力時のエラーチェックや承認フロー、変更履歴の管理等を行い担保してい
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る」を選択した回答者の割合は全体が 36.4％に対して「データを保有し、分析等に活

用している」企業では 64.4％であった。 

同様に、システムによるデータの更新状況を確認した設問では、全体が 30.8％に

対し、データ分析が出来ている企業では 54.8％であった。 

システム活用によるデータの統合状況や法令規制への対応に要する工数を確認した

設問でも同様の傾向が見られ、いずれもデータ分析が出来ている企業の方が全体に比

べ、良好な回答を行う傾向がみられた。 

以上の結果を踏まえると、データ分析を始めとしたデータ活用を進めるためには、

データの質を担保し、データ分析に伴う工数を削減できるようなシステム基盤を整え

ることが重要であるという示唆が得られたといえるであろう。 

 

図 3-16：データを分析可能な状態で保有×システム整備状況 

 

次に意思決定者と担当者間でのデータやシステムに関する認識の差異を調べた。人

的資本経営に関わる「データを保有」（一部の保有を含む）しているとの内容の回答

は、意思決定者が 89.8％、担当者は 84.8％と、大きな差はみられなかった。 

一方で、「データを保有し、分析等に活用している」との回答は、意思決定者が

46.3％であったのに対し、担当者が 30.4％と差が開いた。この認識の差は、保有する

データの品質、システムの整備状況を確認した他の設問においても同様に確認でき

た。 
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図 3-17：データ保有状況における意思決定者と担当者の認識ギャップ 

 

データの精度に関する設問では、「データを管理しているシステムにおいて、入力

時のエラーチェックや承認フロー、変更履歴の管理等を行い担保している」を選択し

た回答者の割合は、意思決定者が 42.4％であったのに対し、担当者が 26.1％であっ

た。 

同様に、最新データの更新状況を確認した設問では、「データはリアルタイムで更

新され、常に最新のデータを活用できる」を選択肢した回答者の割合は、意思決定者

が 35.8％であったのに対し、担当者が 22.5％であった。 

データのシステム整備状況・統合状況を確認した設問では、「各種データはシステ

ム上で統合的に可視化されており、複数種類のデータをクロスした分析やシステム間

連携が容易に行えている」を選択肢した回答者の割合は、意思決定者が 41.5％であっ

たのに対し、担当者が 25.6％であった。法令規制への対応に要する工数を確認した設

問では、「多くのデータはシステムで管理しており、必要なデータの収集や計算に大き

な工数は発生していない」を選択肢した回答者の割合は、意思決定者が 41.4％であっ

たのに対し、担当者が 24.4％であった。 

※全体ベース

※12領域の全体スコアの平均値

※右表「①～③：一部のみを含むデータ保有」と、「①：データ保有、分析活用」の２つに区分

全体 意思決定者 担当者

n= (1,241) (777) (464)

①～③：一部のみを含むデータ保有 87.9 89.8 84.8

①：データ保有、分析活用 40.3 46.3 30.4

差分 47.6 43.5 54.4

40pt

45pt

50pt

55pt

60pt

0%

20%

40%

60%

80%

100%

①～③：一部のみを含むデータ保有
①：データ保有、分析活用
差分

＜データの保有・活用状況＞

①データを保有し、分析等に活用している

②データは保有しているが、分析等に活用はしていない
③データを一部保有し、分析等に活用はしていない

④データ自体を保有していない
⑤わからない
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図 3-18：システム整備状況における意思決定者と担当者の認識ギャップ 

 

以上の結果を踏まえると、意思決定者は保有するデータの品質やシステムの整備状

況が分析等へ活用可能な高い水準にあると認識しがちであるのに対し、実務を担う担

当者はそのような認識になく、データ活用が進まない原因の一端となっている可能性

が示唆された。 

 

（5） 人的資本経営による効果とその要因 

本項目は、2つの設問を通じて「人的資本経営の推進により期待する効果」と「人

的資本経営の実践により得られた効果の実感」にどのような差があるかを確認した。 

まず期待する効果については、全体の 91.7％において人的資本経営を推進するこ

とで何らかの効果を期待していた。回答者全体では「従業員の満足度や生産性の向

上」が最も高い 61.5％、次いで「経営戦略の実現や財務目標の達成」が 56.3％であっ

た一方、「社会的な評価向上を含めた、自社のブランド価値の向上」が最も低い

33.2％であった。 

人的資本経営の主目的には、経営戦略の実現や企業価値向上が挙げられるが、対従

業員への効果に最も大きな期待を寄せていることがわかった。また、「投資家や株主か

らの評価向上」や「社会的な評価向上を含めた、自社のブランド価値の向上」といっ

た対外的な評価に関わる選択肢は、上場区分等による差が大きい一方で、「従業員の満

足度や生産性の向上」は企業属性による差が小さいといった特徴も見られた。 
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図 3-19：人的資本経営による期待（企業属性別） 

 

次に効果の実感については、属性でみると企業規模が大きい方が、また非上場企業

よりも上場企業の方が、「効果あり」（「想定以上の効果あり」または「効果が出はじめ

ている」を選択）の回答割合が高かった。具体的には、「中小企業」が 48.2％、「中堅

企業」が 59.9％、「大企業」が 72.4％で、上場区分別では「非上場企業」が 49.5％で

あるのに対し、「上場企業」が 74.1％であった。効果の内容については「経営戦略の

実現や財務目標の達成」が最も高い 52.9％であった一方、「投資家や株主からの評価

向上」が最も低い 46.6％と、選択肢間で顕著な差はみられなかった。 
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図 3-20：人的資本経営の効果実感（企業属性別） 

 

最後に、期待する効果と効果の実感に差が見られるかを確認した。10pt以上の差が生じた選

択肢を確認すると、「投資家や株主からの評価向上」や「社会的な評価向上を含めた、自社の

ブランド価値の向上」は期待以上の効果を実感している一方で、「従業員の満足度や生産性の

向上」は期待よりも効果実感が下回る結果となった。  

 

図 3-21：人的資本経営の期待 vs効果実感 
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（6） 効果を得るための重要な要素についての分析 

ここでは、企業が人的資本経営の実践により高い効果を上げるためのヒントを抽出

すべく分析を行った。具体的には、「人的資本経営の実践により得られた効果の実感」

の設問を用いて、「効果あり」（「想定以上の効果」または「効果が出はじめている」を

選択）と回答した企業にはどのような特徴があるかを分析した。 

分析の結果、高い効果を得るための重要な要素として、以下が抽出された。さら

に、これらの要素がより多くの領域において実現されているほど、より高い効果が得

られる可能性が示唆された。 

・経営トップの関与度合 

・PDCAサイクルの実践 

-定量的な目標設定 

-人事施策の推進 

-人事施策の効果検証（定量目標の達成度合いと要因分析） 

-効果検証の結果に基づく人材戦略及び人事施策の見直し 

・データの保有と分析等への活用 

 

①経営トップ関与度合×効果実感 

まず、経営トップの関与度合と効果実感の関係性について確認した。 

経営トップが関与している度合いが高い群ほど「効果あり」と感じている項目が多

い傾向が見られ、特に経営トップの関与度が最も高い群で顕著であった。 

 

図 3-22：経営トップの関与度別の効果実感割合 

  

※全体ベース

※横軸は、図20の各項目において「効果あり」と回答した数

※縦軸は、右表①～④（関与あり）の回答個数を集計

（exc.思うような効果が出ていない/ほとんど効果が出ていない/人的資本経営を推進していない）

n=

全体 (1,241)

経営トップ関与（全て） (280)

経営トップ関与（3つ） (176)

経営トップ関与（2つ） (231)

経営トップ関与（1つ） (423)

経営トップ非関与 (82)

経
営
関
与

39.0

24.3

29.0

32.9

48.5

63.4

28.0

22.5

37.5

34.2

25.8

20.7

33.0

53.2

33.5

32.9

25.8

15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0個 1～4個 5個以上

＜経営トップの関与度＞

①経営理念やビジョン、経営計画の中で人的資本経営について言及

②人材戦略等、人的資本経営のアジェンダを経営会議で取り上げ、
議論を実施

③社内に人的資本経営に関するメッセージを発信（社内報やイント

ラネット、全社会議など）

④人的資本経営の方針や取組み、人事施策を社外に発信（企業ウェ

ブサイトやIR、人材採用ページなど）

⑤経営トップ（組織で最上位の意思決定を行う個人またはチーム）

は関与していない
⑥わからない
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②PDCAサイクル×効果実感 

次に、PDCAサイクルに関わる取組と効果実感の関係性について確認した。 

定量的な目標設定の状況との関係では、定量目標を設定している領域の数量が多い

群ほど「効果あり」との回答割合が高かった。定量的な目標設定が 0領域の場合、効

果実感数が最も少ない群（0個）の割合は 57.8％と過半を占め、効果実感数が最も多

い群（5個以上）は 13.9％にとどまった。一方で、定量的な目標設定が 7～12領域の

場合、効果実感数が最も少ない群（0個）の割合は 21.6％にまで低下し、効果実感数

が最も多い群（5 個以上）の割合は 57.4％と過半を占めた。 

人事施策推進状況との関係では、「力を入れて施策推進している」領域の数量が多

い群ほど、「効果あり」との回答割合が高かった。推進が 0領域の場合、効果実感数が

最も少ない群（0 個）の割合は 59.6％と過半を占め、効果実感数が最も多い群（5個

以上）は 11.1％にとどまった。一方で、推進領域が 7～12個の場合、効果実感数が最

も少ない群（0個）の割合は 25.3％にまで低下し、効果実感数が最も多い群（5個以

上）の割合は 56.3％と過半を占めた。 

人事施策の効果検証の状況との関係では、「人事施策の定量目標の達成度合いに加

え、今後の改善に向けた要因分析を行っている」領域の数量が多い群ほど、「効果あ

り」との回答割合が高かった。当該領域が 0個の場合、効果実感数が最も少ない群（0

個）の割合は 53.8％と過半を占め、効果実感数が最も多い群（5個以上）は 14.5％に

とどまった。一方で、当該領域が 7～12個の場合、効果実感数が最も少ない群（0

個）の割合は 22.6％にまで低下し、効果実感数が最も多い群（5個以上）の割合は

60.6％と過半を占めた。 

効果検証の結果に基づく各領域や人材戦略全体における人事施策の見直しとの関係

では、「人材戦略及び人事施策の見直しを行っている」領域の数量が多い群ほど、「効

果あり」との回答割合が高かった。当該領域が 0個の場合、効果実感数が最も少ない

群（0個）の割合は 45.2％と半数近くを占め、効果実感数が最も多い群（5個以上）

は 18.0％にとどまった。一方で、当該領域が 7～12個の場合、効果実感数が最も少な

い群（0個）の割合は 19.1％にまで低下し、効果実感数が最も多い群（5個以上）の

割合は 61.1％と過半を占めた。 

以上の通り、PDCAの各段階において優れた取組みを多くの領域で実践できている

企業は、人的資本経営の効果を実感している割合が多いことが明らかになった。 
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③データの保有・分析状況×効果実感 

データの保有・分析状況との関係では、「データを保有し、分析等に活用してい

る」領域の数量が多い群ほど、「効果あり」との回答割合が高かった。当該領域が 0個

の場合、効果実感数が最も少ない群（0個）の割合は 60.0％と半数以上を占め、効果

実感数が最も多い群（5個以上）は 12.1％にとどまった。一方で、当該領域が 7～12

個の場合、効果実感数が最も少ない群（0個）の割合は 26.1％にまで低下し、効果実

感数が最も多い群（5個以上）の割合は 55.5％と過半を占めた。 

 

図 3-23：取組み水準別の効果実感 

 

（7） 人的資本経営を推進する上での課題認識と企業属性による差異 

最後に、人的資本経営を推進する上でどのような点を課題と捉えているか、企業属

性による差異の有無とともに確認した。各課題において企業属性ごとに「全体からの

差分（各属性の回答割合全体から選択肢ごとの回答割合の差分）」を集計し分析を行っ

た。 

※全体ベース

※縦軸は各設問で最高レベルの取組み（右表赤字）ができている領域の数量を一定の範囲で区分して示した

※横軸は、図20の各項目において「効果あり」と回答した数。人的資本経営の効果をどの程度（何種類の項目で）感じているかを表示。

n= n=

0領域 (237) (225)

1～6領域 (682) (648)

7～12領域 (310) (364)

n= n=

0領域 (303) (261)

1～6領域 (551) (574)

7～12領域 (358) (324)

n=

0領域 (265)

1～6領域 (521)

7～12領域 (449)

【データの保有・活用状況】

【C:人事施策の効果検証】 【A:効果検証に基づく見直し】

【P:目標設定（定量）】 【D:人事施策の推進】

57.8

39.7

21.6

28.3

31.4

21.0

13.9

28.9

57.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0個 1～4個 5個以上

59.6

39.2

25.3

29.3

33.0

18.4

11.1

27.8

56.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0個 1～4個 5個以上

53.8

39.2

22.6

31.7

34.1

16.8

14.5

26.7

60.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0個 1～4個 5個以上

45.2

40.6

19.1

36.8

31.2

19.8

18.0

28.2

61.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0個 1～4個 5個以上

60.0

39.0

26.1

27.9

36.5

18.5

12.1

24.6

55.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0個 1～4個 5個以上

＜P:目標設定（定量）＞

①定量的に目標設定されている

②定量的ではないが、定性的に目標設定され
ている

③目標設定をしていない

④わからない

＜D:人事施策の推進＞

①力を入れて推進している

②やや力を入れて推進している
③そこまで力を入れて推進していない

④施策を行っていない

⑤わからない

＜C:人事施策の効果検証＞

①人事施策の定量目標の達成度合いに加え、

今後の改善に向けた要因分析を行っている
②定量目標の達成度合いの分析は行っている

が、今後の改善に向けた要因分析は行ってい

ない

③定量的な達成度合いの分析は行っておらず、

定性面（計画通りに施策を実施した等）にと

どまっている

④効果検証を行っていない
⑤わからない

＜A:効果検証に基づく見直し＞

①人材戦略及び人事施策の見直しを行ってい

る
②人材戦略の見直しのみを行っている

③人事施策の見直しのみを行っている

④人材戦略及び人事施策のいずれも見直しを

行っていない

⑤わからない

＜データの保有・活用状況＞

①データを保有し、分析等に活用している

②データは保有しているが、分析等に活用は
していない

③データを一部保有し、分析等に活用はして

いない

④データ自体を保有していない

⑤わからない
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まず企業規模別でみると、中小企業では「データの管理・分析が適切に行えていな

い」との回答が全体に対して＋1.9ptと多かった。中堅企業では「人的資本経営の推

進体制が適切でない（リソース不足を含む）」が＋5.6ptと顕著であったほか、「人材

戦略や人事施策の効果測定が適切に行えていない」が＋3.2pt、「人材戦略や人事施策

における指標と目標が定量的に設定できていない」が＋2.4ptと、効果検証に必要な

取組みに課題を感じていることがうかがえた。大企業では「経営層が主体的に関与し

ていない」が＋4.1pt、「経営層の理解・知識が不足している」が＋1.6ptと経営層の

関与度合いに強く課題を感じており、「人的資本経営に関わるデータの開示が適切に行

えていない」が＋1.4ptと情報開示面での課題に特徴がみられた。これらの結果か

ら、企業規模によって人的資本経営における課題認識および優先的に取組むべき事項

が異なっていることが示唆された。 

上場区分別にみると、「課題あり」の割合では非上場企業が-0.7ptであるのに対し

て、上場企業が＋1.1ptと上場企業の方がより強い課題感を有することがわかった。

中でも「人的資本経営の推進体制が適切でない（リソース不足を含む）」が＋9.2pt、

「人的資本経営に関わるデータの開示が適切に行えていない」が＋7.3pt、「人材戦略

や人事施策における指標と目標が定量的に設定できていない」が＋5.7ptと、有価証

券報告書などにおける情報開示と関連性の高い項目が共通して課題に挙がっており、

近年の投資家を始めとする資本市場や行政機関からの情報開示要求の高まりが少なか

らず影響しているものと推察される。 

 

図 3-24：人的資本経営を推進する上での課題（企業属性別） 

 

 

※全体ベース

n=
中小

企業

中堅

企業
大企業 上場 非上場

全体 (1,241) ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

課題あり (1,036) +0.3pt -0.3pt -0.0pt +1.1pt -0.7pt

経営層が主体的に関与していない (205) -2.5pt -1.6pt +4.1pt -0.4pt +0.6pt

経営層の理解・知識が不足している (248) -1.9pt +0.4pt +1.6pt +2.9pt -2.5pt

経営戦略と人材戦略、人材戦略と人事施策が

連動していない
(282) -0.3pt +0.2pt +0.1pt +2.9pt -2.2pt

人材戦略や人事施策における指標と目標が定

量的に（具体的な数値で）設定できていない
(313) -3.3pt +2.4pt +0.9pt +5.7pt -5.3pt

人材戦略や人事施策の効果測定が適切に行え

ていない
(302) +0.2pt +3.2pt -3.5pt +3.6pt -3.2pt

人材戦略や人事施策の振り返り・改善が適切

に行えていない
(257) +0.3pt +1.7pt -2.0pt +3.5pt -2.7pt

人的資本経営に関わるデータの開示が適切に

行えていない
(272) -0.4pt -0.9pt +1.4pt +7.3pt -6.6pt

人的資本経営に関わるデータの管理・分析が

適切に行えていない
(305) +1.9pt -1.8pt -0.2pt +1.5pt -0.7pt

人的資本経営の推進体制が適切でない（リ

ソース不足を含む）
(284) -5.4pt +5.6pt -0.1pt +9.2pt -8.9pt

人的資本経営の必要性について、従業員に浸

透できていない
(320) -1.0pt +1.8pt -0.8pt -2.0pt +2.8pt

※差分表記：赤字はプラス(+5 p t .以上太字）

人
的
資
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営
の
推
進
に
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る
課
題

【従業員規模】 【上場区分】

全体からの差分
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4. まとめ 

（1） ISO 30201フレームワークに照らした実態と課題 

本調査の結果から、ISO 30201のフレームワークに照らした企業の主な課題は、人

的資本経営の PDCAサイクルの運用における「定量的な目標設定」と「要因分析を含め

た効果検証」の不足であることが明らかとなった。ISO 30201は、人的資本に関する

体系的な管理と、組織目標に基づいた継続的な改善プロセスを求めている。しかしな

がら、多くの企業では、計画（Plan）時に数値による具体的な目標設定が行われない

まま施策の実行（Do）を行い、効果検証（Check）時に要因分析を十分に行っていない

にも関わらず、改善（Action）の取組みを進めている傾向にあった。 

特に「後継者計画（サクセッション）」や「ダイバーシティー（多様性）」といった

領域では、PDCAのいずれも他の領域に比べて取組みが遅れている傾向が見られる。取

組みの水準には企業規模や上場区分による差がみられ、上場企業や大企業では人的資

本経営の取組みが比較的進んでいる一方、中小企業や非上場企業では重要性の認識や

施策の定量化、効果検証が十分に浸透していない状況がうかがえる。 

 

（2） データに関する課題と活用の重要性 

 人的資本経営に関するデータの保有率は高いという結果であった一方で、データ

の分析や意思決定への活用が十分に進んでいないことは課題に挙げられる。多くの企

業がデータを蓄積しているものの、経営会議等での戦略的な活用や、人的資本経営の

効果的な推進に向けた分析に活用している企業は限定的であった。さらに、データの

品質やシステム整備状況に関して意思決定層と担当者の間で認識のギャップがあり、

現場担当者ではシステムの統合度やデータの正確性などに課題を感じている割合が多

いことが示された。 

一方、保有しているデータの品質やシステムの統合状況などが良好な企業ほど、人

的資本経営による効果実感が高い傾向があった。データやシステム面の充実は、人的

資本経営の PDCAサイクル全体に好影響をもたらすことが期待される。ISO 30201のフ

レームワークを踏まえて人的資本取組の質の向上を進めていくためには、分析可能な

形でデータを保持し、各種人的資本の情報を統合的に可視化できるよう、HRシステム

とデータに関する社内の仕組を整備していくことが不可欠である。 

今回、担当者と意思決定層において上記の整備状況について認識に差がみられた

が、企業においてこれらに関する現状の課題を正しく把握し、システムやデータへの

追加投資を判断していくことも必要となるであろう。 
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（3）  一層の人的資本経営の推進に向けたポイント 

①PDCAサイクルの高度化 

人的資本経営の効果を最大化するためには、定量的な目標設定から施策推進、効果

検証、改善までの一連の流れを明確化し、組織全体で PDCAサイクルを回すための社内

の仕組み構築や文化の醸成が不可欠である。その中でも、定量的な目標設定と効果検

証についての課題が大きいことが本調査で浮き彫りとなった。本調査で望ましい水準

として設定したこれらの実践のポイントを下記に整理しておく。 

 

• 定量的な目標設定の徹底 

各領域で具体的な数値目標を設定し、達成度を客観的に評価できる体制を構築

する。目標の定量化は、施策の成果を明確にし、改善の方向性を示すための基礎

である。 

• 効果検証と要因分析の深化 

目標達成度合いの分析だけでなく、未達要因の特定・改善策の立案まで踏み込

むことで、継続的な改善を実現する。要因分析の精度向上は、施策の実効性向上

に不可欠である。 

 

②企業属性ごとの重点取組み 

調査結果全体を通して、企業規模が大きいほど、また非上場企業よりも上場企業の

方が、取組みのレベルは総じて高い傾向が見られた。しかしながら、データを一定程

度保有しているものの、分析への活用に至っていない点は、企業属性に関わらず共通

の課題として挙げられる。企業は単にデータを蓄積するだけでなく、分析や利活用に

つなげるための体制や仕組みづくりを進める必要がある。 

課題認識については、企業のリソースやステークホルダーからの要請に関連して、

企業属性ごとに差異が見受けられた。中小企業には、データの管理・分析不足を解消

するため、データ基盤や運用体制の構築による実務遂行力の底上げが求められる。一

方、中堅企業では、施策の実効性を高めるための推進体制の整備や、施策効果を測定

するための定量的な指標・目標の設定と効果検証の実践が優先課題であると考えられ

る。社内リソースが限られているという課題がある中で、これらすべてを自社のみで

実施することは現実的ではないため、外部リソースも活用しながら、段階的に取組み

を拡大していくことが望ましい。 
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また、経営層の関与に課題が見られた大企業においては、経営層自身の意識改革に

加え、仕組みとして経営層が関与する機会を増やすことも有効である。例えば、経営

会議や取締役会の定例アジェンダに人的資本経営に関する重点テーマを組み込み、経

営層が必ず意思決定やレビューに関与する仕組みの導入や、ステアリングコミッティ

ーの設置、ダッシュボードを用いた定量的なモニタリングによって、関与の頻度と質

を担保することが考えられる。 

 

（4） 今後に向けて 

人的資本経営の高度化は、企業価値の向上や投資家・株主からの評価に直結するだ

けでなく、従業員の満足度や生産性向上にも寄与する。今後は、人的資本取組みの効

果をより高めていくため、経営層が深く関与しつつ現場と一体となって PDCAサイクル

を着実に回し、データドリブンな人的資本経営を実践していくことが望まれる。 
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5. 寄稿（監修者：岩本隆氏） 

人材マネジメントの国際規格を開発する ISO（International Organization for 

Standardization：国際標準化機構）の TC（Technical Committee：テクニカルコミッ

ティ）である ISO/TC 260は、2011年に活動を開始し、2025年 9月末時点で 32の国際

文書を出版している。日本は 2023年 3月に Pメンバー（Participating member）にな

り、2023年 4月に国内審議委員会を組成して、人材マネジメントの国際規格開発に積

極的に参加している。筆者は国内審議委員会の副委員長を務めている。 

2025年 9月末時点で DIS（Draft International Standard）の開発ステージにある

ISO 30201は、人材マネジメントにおけるマネジメントシステム規格であり、ISO/TC 

260 が出版するあらゆる国際規格のキャップストーンとなる規格である。別の言い方

をすると、ISO 30201 は、人的資本経営の仕組みが企業の中にできているかどうかを

評価する規格といえる。 

今回、1,200社を超えるさまざまな規模の企業の人的資本経営の仕組みについて調

査が実施され、現状の日本企業の課題が明らかになった。具体的には、人的資本経営

の PDCAサイクルを回すにあたり、「定量的な目標設定」と「要因分析を含めた効果検

証」の不足が課題となっている日本企業が多い。内閣府令による人的資本開示では、

人的資本の「インプット→アクティビティ→アウトプット→アウトカム」において

「指標」と「目標」を設定し、進捗状況を報告することが求められているが、本調査

結果から、アウトプットやアウトカムの目標設定が不足していることや、アクティビ

ティとアウトプット、アウトカムとの関係性が、論理的、定量的に示せていないこと

がうかがえる。 

一方、人的資本経営の課題が明確になったことで、今後、日本企業が強化すべきポ

イントも明確になった。内閣府令の今後の改正により、経営戦略と連動した人材戦略

の開示も必須化されるようになる。戦略には、客観性、論理性、定量性が求められる

ため、人材戦略を策定するにあたっては、勘と経験による定性的な判断ではなく、デ

ータを活用した定量的な判断が必要となるため、人的資本データ活用の強化が急務と

なる。 

また、日本では中堅企業の重要性が高まっており、2024年に法律で中堅企業が定

義され、2025年 2月には、中堅企業の役割や課題、官民で取り組むべき事項をまとめ

た「中小企業成長ビジョン」が策定され、本ビジョンを基に、「中堅企業成長促進パッ

ケージ 2025」が取りまとめられた。本調査では、中堅企業の人的資本経営の課題も明

確になった。具体的には「定量的な目標設定」や「施策等の効果測定」に加え、「リソ
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ース不足を含む推進体制の構築」が課題となっている。テクノロジーの進化により人

的資本経営をサポートする SaaS（Software as a Service）や BPaaS（Business 

Process as a Service）なども増えていることから、こういった外部のサービスをう

まく活用してリソース不足を補い人的資本経営の推進体制を構築すると良いであろ

う。 
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